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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 

グループCEO 

ファウンダー

 奥 田 耕 己 昭和12年１月９日生

昭和36年４月 日根野会計事務所入所 

(注)４ 7,498 

昭和41年６月 丸栄計算センター株式会社設立・

代表取締役社長 

昭和49年12月 株式会社関西丸栄計算センター代

表取締役社長 

昭和50年６月 和歌山丸栄計算センター株式会社

代表取締役社長 

昭和53年11月 株式会社インプット研究所代表取

締役社長 

昭和57年１月 群馬丸栄計算センター株式会社代

表取締役社長 

昭和57年４月 株式会社マリテツク代表取締役社

長 

昭和60年６月 当社設立・代表取締役(現任)・取

締役社長 

平成９年５月 株式会社Ｊストリーム代表取締役

社長 

平成10年６月 当社取締役会長 

平成11年12月 株式会社イーベンチャーズ代表取

締役社長 

平成14年９月 当社取締役会長兼グループCEO 

平成15年６月 取締役グループCEOファウンダー

(現任) 

代表取締役 

会長兼CEO

 

 
船 津 康 次 昭和27年３月18日生

昭和56年４月 株式会社リクルート入社 

(注)４ 26 

平成７年12月 株式会社北海道じゃらん取締役 

平成10年４月 当社入社・事業企画開発本部長 

平成10年６月 常務取締役 

平成11年６月 専務取締役・海外事業統轄補佐 

平成12年４月 代表取締役(現任)・取締役副社

長・総合営業本部・コンサルティ

ング本部・各事業本部担当 

平成12年11月 事業統括担当 

平成13年４月 事業戦略本部兼人財戦略本部担当 

平成14年４月 事業統括本部最高責任者兼人事担

当 

平成14年９月 取締役社長兼CEO 

平成15年６月 取締役会長兼CEO(現任) 

平成21年６月 株式会社角川グループホールディ

ングス社外取締役(現任) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 

社長兼COO
 奥 田 昌 孝 昭和42年３月29日生

昭和63年４月 当社入社 

(注)４ 5,912 

平成８年６月 取締役マーケティング本部副本部

長 

平成10年６月 常務取締役社長室担当 

平成12年４月 代表取締役(現任)・取締役副社

長・事業企画開発本部担当・海外

事業本部副担当 

平成13年４月 社長室、事業推進本部担当、海外

事業本部、経理財務本部兼管理サ

ービス本部副担当 

平成14年４月 事業開発本部最高責任者 

平成14年６月 株式会社イーベンチャーズ代表取

締役 

平成14年９月 当社取締役副社長兼COO 

平成15年６月 取締役社長兼COO(現任) 

専務取締役
サービス統括

責任者
石 見 浩 一 昭和42年１月10日生

平成５年４月 味の素株式会社入社 

(注)４ 6 

平成13年３月 当社入社 

平成14年６月 取締役事業開発統括本部副本部長 

平成16年６月 上席常務執行役員 

平成17年２月 大宇宙信息系統(上海)有限公司董

事長(現任) 

平成17年４月 当社マーケティングチェーンマネ

ジメントサービス統括責任者 

平成17年６月 専務取締役 

平成17年８月 大宇宙営鏈創信息咨詢(上海)有限

公司董事長(現任) 

平成18年６月 当社取締役副社長 

平成21年４月 専務取締役(現任)、コールセンタ

ーサービス総括、ビジネスプロセ

スアウトソーシングサービス総

括、ビジネスプロセスソリューシ

ョンサービス本部、デジタルマー

ケティングサービス本部、MCM分

析サービス部、中国サービス部、

サービス企画本部担当、アジアデ

ジタルマーケティングサービス部

長 

平成22年４月 サービス統括責任者（現任）、大

宇宙商業胞務（蘇州）有限公司董

事長(現任) 

─ 36 ─



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

上席常務 
取締役

営業統括 
責任者

向 井 宏 之 昭和27年７月23日生

昭和52年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入

社 

(注)４ ─

平成７年１月 同社流通システム事業部小売シス

テム事業部長 

平成９年１月 同社アジア地区本社（東京）出向 

平成10年１月 同社欧州地区本社（フランス）出

向 

平成12年４月 同社理事流通システム事業部長 

平成16年４月 同社理事PC＆プリンティング事業

部長 

平成17年３月 レノボ・ジャパン株式会社代表取

締役社長 

平成19年10月 当社上席常務執行役員営業統括営

業企画本部担当 

平成20年４月 上席常務執行役員営業統括責任者 

平成20年６月 専務取締役営業統括責任者 

平成21年４月 上席常務取締役営業統括責任者

（現任） 

上席常務 

取締役

BtoC事業 

戦略本部長兼

営業統括

meet-me営業

推進部長

森 山 雅 勝 昭和45年５月21日生

平成５年４月 プライスウォーターハウスコンサ

ルタント(現 日本アイ・ビー・エ

ム株式会社)入社 

(注)４ 2 

平成12年６月 当社入社 

平成14年６月 取締役 

平成15年６月 常務取締役 

平成16年６月 上席常務執行役員 

平成17年９月 専務取締役BtoC事業戦略本部長 

平成19年３月 株式会社ココア代表取締役(現任) 

平成19年４月 当社専務取締役CIO兼BtoC事業戦

略本部長兼人事本部長 

平成19年６月 専務取締役BtoC事業戦略本部長 

平成21年４月

平成21年６月

上席常務取締役BtoC事業戦略本部

長（現任） 

営業統括meet-me営業推進部長

（現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

上席常務 

取締役

投資管理部 

担当兼

transcosmos 

America,Inc. 

President 

,CEO

永 倉 辰 一 昭和39年１月７日生

昭和61年３月 株式会社リクルート入社 

(注)４ 1 

平成10年６月 当社入社 

Transcosmos Investments &  

Business Development, Inc. 

出向 

平成14年８月 同社Director 

平成16年６月 当社執行役員サービス開発本部長 

平成17年６月 常務執行役員グループ戦略担当 

平成17年９月 上席常務執行役員 

事業開発投資本部長 

平成18年６月 専務取締役 

平成21年４月 上席常務取締役（現任）、関係会

社統括部担当兼北米事業部長 

平成22年４月 投資管理部担当兼transcosmos 

America,Inc.President,CEO（現

任） 

取締役  夏 野  剛 昭和40年３月17日生

昭和63年４月 東京ガス株式会社入社 

(注)４ 18 

平成９年９月 エヌ・ティ・ティ移動通信網株式

会社（現 株式会社エヌ・ティ・

ティ・ドコモ）ゲートウェイビジ

ネス部メディアディレクター 

平成17年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ執行役員マルチメディアサービ

ス部長 

平成20年５月 慶應義塾大学政策メディア研究科 

特別招聘教授（現職） 

平成20年６月 当社取締役(現任) 

セガサミーホールディングス株式

会社取締役（現任） 

ぴあ株式会社取締役（現任） 

SBIホールディングス株式会社取

締役（現任） 

平成20年12月 株式会社ドワンゴ取締役（現任） 

平成21年９月 グリー株式会社取締役（現任） 

取締役  瀧 浪 壽 太 郎 昭和16年９月28日生

昭和43年４月 日本事務器株式会社入社 

(注)４ 0 

昭和47年２月 株式会社電通入社 

昭和50年12月 株式会社電通国際情報サービス出

向 

昭和60年６月 同社取締役 

平成２年６月 同社常務取締役 

平成６年６月 同社専務取締役 

平成10年６月 同社代表取締役社長 

平成16年６月 同社代表取締役社長最高執行責任

者 

平成21年３月 応用技術株式会社取締役（現任） 

平成21年６月 当社取締役（現任） 

平成22年３月 株式会社トランスコスモス・テク

ノロジーズ取締役（現任） 

取締役  吉 田  望 昭和31年12月１日生

昭和55年４月 株式会社電通入社 

(注)４ ─ 

平成元年７月 株式会社電通総研出向 

平成12年10月 株式会社ノゾムドットネット代表

取締役（現任） 

平成14年１月 株式会社コンセント取締役（現

任） 

平成16年６月 株式会社takibi代表取締役（現

任） 

平成20年５月 株式会社おだやかリビング代表取

締役（現任） 

平成22年６月 当社取締役（現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役  石 岡 英 明 昭和24年10月20日生

昭和48年４月 東京芝浦電気株式会社（現 株式

会社東芝）入社 

(注)５ 1 

平成８年４月  当社顧問 

平成８年６月  常務取締役技術本部長 

平成12年４月 専務取締役技術本部副担当 

平成12年10月 株式会社Jストリーム取締役 

平成14年４月 当社技術フェロー 

平成14年６月 株式会社マックインターフェイス

(現 応用技術株式会社)代表取締

役副社長 

平成17年１月 同社取締役 

同社専務取締役技術本部長 

平成18年１月 同社専務取締役経営企画本部長 

平成19年１月 同社取締役 

株式会社トランスコスモス・テク

ノロジーズ代表取締役会長 

平成19年12月 同社取締役会長 

平成20年６月 当社常勤監査役（現任） 

監査役  髙 尾 吉 郎 昭和９年12月23日生

昭和33年４月 日興證券株式会社(現 日興コー

ディアル証券株式会社）入社 

(注)５ ─ 

昭和50年３月 同社和歌山支店長 

昭和57年12月 同社取締役大阪支店事業法人部第

一部長 

昭和60年11月 同社常務取締役大阪地区担当兼大

阪支店長 

昭和63年８月 同社専務取締役営業企画担当 

平成２年５月 同社副社長 

平成３年６月 同社取締役社長 

平成９年10月 同社顧問 

平成12年６月 日本電通株式会社監査役(現任) 

平成18年６月 当社取締役 

平成21年６月 監査役（現任） 

監査役  渡 邉 和 志 昭和14年９月25日生

昭和63年２月 富坂警察署長 

(注)５ 0 

平成２年３月 警視庁捜査第一課長 

平成３年７月 蒲田警察署長 

平成５年９月 東北管区警察局公安部長 

平成７年２月 警視庁生活安全部長 

平成９年10月 ヤマト運輸株式会社営業戦略本部

長 

平成10年６月 同社取締役 

平成15年６月 同社常務取締役 

平成17年５月 株式会社損保ジャパン非常勤顧問

(現任) 

平成18年１月 当社顧問 

平成18年６月 監査役(現任) 

─ 39 ─



 
(注) １ 取締役夏野剛、瀧浪壽太郎および吉田望は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役渡邉和志および中村敏明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 代表取締役社長兼COO奥田昌孝は、代表取締役グループCEOファウンダー奥田耕己の長男であります。 

４ 任期は平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

５ 任期は平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

６ 所有株式数には、持株会における各自の持分を含めた実質所有株式数を記載しております。なお、本有価証

券報告書提出日（平成22年６月24日）現在における役員持株会の取得株式数を確認することができないた

め、平成22年５月末日現在の実質株式数を記載しております。 

７ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次の通りであります。 
 

   (注) 補欠監査役の任期は、就任した時から一年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定 

    時株主総会の終結の時までであります。 

８ 当社では、意思決定と業務執行の迅速化による事業環境変化への対応力強化をはかるため、執行役員制度を

導入しており、以下のとおり構成されております。 

  <業務執行役員> 

  (平成22年６月24日現在 13名) 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役  中 村 敏 明 昭和16年10月９日生

昭和35年４月

平成５年７月

大阪国税局総務部総務課 

国税庁長官官房主任国税庁監察官 

(注)５ 1 

平成８年７月 品川税務署長 

平成９年７月 税務大学校東京研修所長 

平成11年７月 渋谷税務署長 

平成16年４月 当社税務顧問 

平成18年６月 監査役(現任) 

計  13,469 

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

日 色 輝 幸 昭和８年1月15日生

昭和31年４月 巴工業株式会社入社 

(注) ― 

平成元年１月 同社取締役 

平成５年１月 同社常務取締役 

平成９年１月 同社専務取締役 

平成16年６月 当社監査役 

平成21年６月 補欠監査役(現任) 

平成22年４月 顧問(現任) 

常務執行役員 下 總 邦 雄 サービス統括コールセンターサービス総括責任者 

常務執行役員 牟 田 正 明 サービス統括事業推進本部長 

常務執行役員 貝 塚   洋 営業統括公共・通信メディア営業本部長 

常務執行役員 中 山 国 慶 サービス統括付 兼 大宇宙信息創造(中国)有限公司董事長 

常務執行役員 河 野 洋 一 サービス統括MCM分析サービス部担当 兼 サービス統括サービス

企画本部長 

執行役員 高 野 雅 年 サービス統括ビジネスプロセスアウトソーシングサービス総括

責任者 兼 シェアードサービス本部長 

執行役員 野々村 正 仁 営業統括産業・情報第一営業本部長 

執行役員 早 見 泰 弘 サービス統括デジタルマーケティングサービス本部長 

執行役員 山 喜 和 彦 営業統括流通・医薬営業本部長 

執行役員 多 田 真 之 営業統括第一営業開発本部長 

執行役員 本 田 仁 志 経理財務本部担当 兼 経営企画本部長 

執行役員 梅 村 和 広 内部監査室担当 兼 コンプライアンス推進部長 

執行役員 清 水 一 洋 情報システム本部長 

─ 40 ─







































































































































































































































































 

  

平成21年６月25日

トランス・コスモス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているトランス・コスモス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、トランス・コスモス株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  恩  田     勲  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  小  川  一  夫  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中  川     豪  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、トランス・コス

モス株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を

整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場か

ら内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚

偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、トランス・コスモス株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

 

(※) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。



 

  

平成22年６月24日

トランス・コスモス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているトランス・コスモス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、トランス・コスモス株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  恩  田     勲  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  小  川  一  夫  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中  川     豪  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、トランス・コス

モス株式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を

整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場か

ら内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚

偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、トランス・コスモス株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

 

(※) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。



 

  

平成21年６月25日

トランス・コスモス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているトランス・コスモス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第24期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、トランス・コスモス株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

 

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  恩  田     勲  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  小  川  一  夫  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中  川     豪  ㊞

(※) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。



 

  

平成21年６月26日

ダブルクリック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているダブルクリック株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第12期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び

附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ダブルクリック株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  小  川  一  夫  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中  川     豪  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  長  南  伸  明  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ダブルクリック

株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内

部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の

記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、ダブルクリック株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 

  

平成22年６月24日

トランス・コスモス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているトランス・コスモス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第25期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、トランス・コスモス株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

 

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  恩  田     勲  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  小  川  一  夫  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中  川     豪  ㊞

(※) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。



 
  

【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月24日 

【会社名】 トランス・コスモス株式会社 

【英訳名】 transcosmos inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼ＣＯＯ 奥 田 昌 孝 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役員経理財務本部担当 本 田 仁 志 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区渋谷三丁目２５番１８号 

【縦覧に供する場所】 トランス・コスモス株式会社 大阪本部 

  (大阪府大阪市北区曽根崎二丁目３番５号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



代表取締役社長兼ＣＯＯ 奥田 昌孝及び執行役員経理財務本部担当 本田 仁志は、当社の財務報告

に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統

制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について

（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用

しております。 

  なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年3月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しま

した。 

  本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響

の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び評価連結子会社を対象とし

て行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定

しました。なお、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断される連結子会社及び持分法適用関

連会社については、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

  業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の連結会計年度の売上高の金額が高い

拠点から合算していき、連結売上高の概ね2/3に達している事業拠点を「重要な事業拠点」としました。

選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金、人

件費及び外注費に至る業務プロセスを評価の対象としました。 

 さらに、財務報告への影響を勘案して、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスを、重

要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。 

  

上記の評価の結果、平成22年３月31日現在における当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しました。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月24日 

【会社名】 トランス・コスモス株式会社 

【英訳名】 transcosmos inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼ＣＯＯ 奥 田 昌 孝 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役員経理財務本部担当 本 田 仁 志 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区渋谷三丁目２５番１８号 

【縦覧に供する場所】 トランス・コスモス株式会社 大阪本部 

  (大阪府大阪市北区曽根崎二丁目３番５号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長兼ＣＯＯ奥田昌孝および執行役員経理財務本部担当本田仁志は、当社の第25期(自

平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適

正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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